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フランス法における私的生活の保護について
上　井　長　久
　私的生活の秘密（secret）という観念はフランスでは新しいものではない。これまで法律で直
接または間接的にそれの法的保護に務めてきた。例えば、民法典における相隣者の所有地の観
望規制（第657条等）、および1850年7月10日法による夫婦財産契約の秘密保持を目的とした
公示制度（公証人証書の作成と身分吏への届出、民法典第675条）とか、公務員による住居侵
入罪（刑法典第184条、新刑法典第432－8条）、および1819年5H17日法による政治または
行政スキャンダルの暴露を目的とした中傷ないし謳告の処罰規定などがある（L．　Martin，　Le
secret　de　la　vie，　RTDC，1963，　p．228；P．　Kayser，　Le　secret　de　la　viepriv6e　et　la　jurisprudence
civi1，Me1，R．　Savatier，1965，　p．405．）。判例も第二次大戦後、民法典第1382条による不法行為
に基づく損害賠償事件において繰り返し私的生活の尊重を唱えており、「各人の私的生活に対
する追憶は精神的財産に属する。誰も私的生活を公表する権利を持たない。このことは、その
生活が描かれた者の明白かっ曖昧でない許可がなく、あるいは悪い意図がなくとも同じである」
というに至っていた（1955年5月16日パリ控訴院判決）。
　そのような中で、市民の個人的諸権利を強化することを目的とした1970年7月17日法律643
号第三章で、私的生活の保護に関する一般的規定をフランスで初めて設置した。民事上の問題
としては、その第22条において民法典に第9条を追加し、私的生活尊重に対する権利（droit　au
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respect　de　sa　vie　privee）を個人の人格権として確認し、さらに、私的生活の内密性（intimite）
対する侵害すなわち耐えがたい侵害（atteintein　tolerable）がある場合には、裁判官が、損害
賠償請求とは別に、その侵害を回避ないし阻止するに相応しい、係争物寄託（押収）、差押（出
版物の）等のあらゆる措置を、緊急のときはレフェレ（refere，仮処分）により、命ずることによ
り、私的生活尊重権を担保した。これに対して刑事上の問題としては、その第23条において刑
法典第三部第二編第一章第七節第一款の偽証（faux　temoignage）の罪の後に、第二款として私的
生活の侵害の罪（第368条以下）を、証告（denonciation　calomnieuse）、秘密漏洩（revelation
de　secrets）の罪とともに追加し、盗聴、隠し撮りなどにより生ずることのある私的生活の内密
性に対する侵害を処罰する規定を置いた（1994年3E1日施行の新刑法典第226－1条以下に承
継される）。これらの措置は、一般の人々ばかりではなく、芸術家、政治家およびその他著名人
の私的生活の暴露に歯止めがかけられた点にも注目されるところである。
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